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綾部市の概要

◼ 綾部市には、約２万６千haの森林があり、その98％が民有林である。
◼ 人工林は約１万２千haあり、そのうち、約６割に相当する７千haにおいて、過去10年
間に手入れが行われておらず、所有者等による手入れの予定もないとされている。

◼ そのような中、地域の関係者で構成する協議会で、「意向調査実施計画」を定めつつ、
長野地区をモデル地区として、森林経営管理制度に係る一連の取組を実施している。

◼ 綾部市及び長野地区の位置 ◼ 長野地区をモデルとした理由

⚫ 10年以上わたって手入れが
されていないが、境界明確
化が行われており、モデル
ケースとして取組が進めや
すい

⚫ 森林経営管理制度が施行さ
れるにあたって実施した、
自治会向けのアンケートに
おいて、協力的な印象

⚫ 集落や府道１号線（幹線道）
に接しており、手入れの優
先度が高い
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長野地区



長野地区における取組状況

◼ 令和元年度に意向調査を実施した後、在村者など同意取得をスムーズに行えた森林から、
経営管理権集積計画を先行して策定。令和２年度には間伐事業（切捨て間伐）を実施。

◼ 併せて、所有者の所在が分からない森林については、市が嘱託する土地家屋調査士にお
いて合成公図等を作成するとともに、農林課において、住民票や戸籍謄本等を活用し所
有者の探索を継続し、合意形成に取り組んできたところ。

◼ なお所有者が不明である森林を除き、令和３年４月に、地域一体で経営管理権集積計画
を策定。
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👈

森林の際まで住家があり、
災害リスクを低減しつつ、
明るく見通しのよい森林
としたい。

👉

手入れが足らず、植栽木
が込み合っている。下層
には広葉樹もあり、間伐
をすることで、里山景観
としてもよくなるのでは
ないか。

７筆

９筆

21筆

５筆



共有者不明森林への対応状況

◼ 町制度が施行された明治期に、“集落で利用されてきた入会林”が当時の家長ら25名で登記されたものの、いわ
ゆる表題部所有者不明土地となったものが２筆あることが判明。

◼ 登記名義人の住所が小字までしか記録されておらず、住民票等を取得しようにも、地番情報に欠けるため、共有者
の一部の探索が困難な状況。

◼ 集落の住民で登記されていることに鑑み、周囲の地番情報から推定しながら登記名義人の特定を試みるも、登記名
義人25名のうち、3名はその後の相続人等を探すことが困難。

◼ 入会権があるとも言えない、途中で集落を離れた者の相続人の探索も行うとともに、出生からの全ての戸籍等を取
得し、非嫡出子の有無も把握。

◼ 森林経営管理法及びその政省令で定められた通り、住民票や戸籍等の公的情報から把握できる範囲については探索
し尽くしたと考えており、特例制度を活用したいと考えている。

◼ なお、当該集落に居住する現所有者をはじめ、集落の総意として、早急な手入れに期待されている。
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共有者不明森林は59年生のスギ人工林など。

立木密度が1,400本/haといった過密状態にあり、樹高にも
伸びがないなど、59年生のわりには樹勢がよろしくない。



市が行いたい経営管理の内容
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◼ 傾斜が40度近くになる森林もあり、集落の道も狭く、林業機械のアクセスポイントも限
定的であることから、販売利益を見込んだ搬出間伐は困難であると判断。

◼ 所有者としても必ずしも収益性を期待しているわけではなく、市が代わって管理してく
れるならそれで充分との考えが多いことから、周囲では切捨て間伐を前提として、経営
管理権集積計画の同意取得を進めてきたところ。

◼ 周囲で定めた経営管理権集積計画の概要

事項 内容

存続期間 ５年間

実施する経営
管理の内容

間伐を１回、年１回の見回り

費用負担 市町村が全額負担

利益還元 収益を上げる間伐を実施しな
いため、利益の還元はしない

◼ 共有者不明森林で定めようとする
経営管理権の内容

内容

５年間

間伐を１回、年１回の見回り

市町村が全額負担
（小口での事業発注のため、経費負担増が見込まれる）

収益を上げる間伐を実施しないため、
利益の還元はしない



長野地区における取組の流れ
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◼ 令和元年8月に意向調査地区として設定、令和2年1月に調査を開始。
◼ 令和2年6月に相続人の探索を始め、おおむね完了するまでに約26週（探索段階で死亡等
がある場合の追跡調査を含めると約1年）を要した。

◼ 長野地区全体では16ha、登記名義人45名に対して、戸籍謄本等785通取得、確知した
相続人184名。

◼ 一部、返信がない又は不同意の意思を示した者がいることから、確知所有者不同意森林
の特例を活用して進めていく方針。

◼ 共有林における集積計画公告まで、法定相続人の探索から2年、計画案送付から1年を要
する見込み。

○意向調査箇所選定から集積計画公告までの流れ
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確知した森林所有者（法定相続人）への同意取得の状況
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◼ 25名の共有名義の森林について探索の結果、148名の共有者（法定相続人）が判明。
◼ 全員に計画書と同意書を送付。同意取得の過程で1名が共有者でないことが判明。
◼ 残りの147人中、139人からは回答があり同意を取得。3名が宛先不明。
◼ 残りの5名中、2名は口頭で不同意の意思表示、3名は返信がない状況であり、市として
は確知所有者不同意森林として扱う予定。
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市の取組事例から見えてきた課題（共有者多数の場合の対応）
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◼ 今回探索の結果確知した相続人のうち、2名からは不同意の意思表示があった。
具体的には「自分は所有者ではないから同意しない」、「地元と関わりたくな
いから同意しない」というような主張であり、今後、他の事例でも発生しうる
ものと考えられるが、このような場合の対処方法をQ&Aで整理してみてはどう
か。

◼ 3名は3回の同意確認を行ってもなお返信がない状況。このような意見を出さな
い者に関して、例えば以前からやりとりがある者なのであれば、追加で現地を
訪問して意向確認を行うことも考えられるが、どこまで同意取得の努力を行う
かについてQ&Aで整理してみてはどうか。

◼ 共有者多数で一部の共有者が不同意（返信がない状況を含む）の場合、森林の
公益的機能の発揮を目的として、市が切り捨て間伐を行うケースなどは前向き
に活用がなされるようガイドラインに位置づけることとしてはどうか。


